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 生活機能の時代差 
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前期高齢者 VS 後期高齢者 
前期高齢者（65～74歳） 

   ・健康度が高く活動的 

     ・社会的貢献度（プロダクティビティ）も高い 

     ・就労意欲が高く欧米に比し就労率が高い 

後期高齢者（75歳以上） 

   ・心身の機能の減衰が顕在化 

     ・老年症候群、フレイル（虚弱）、認知症が増加 

     ・医療機関受診の割合が高い（85.8％） 

     ・要介護認定者の割合が高い（86.4％） 

 

要介護認定者数（厚労省2010） 

 

 

認定者数 
（千人） 

高齢者全体に 
占める割合（％） 

要介護認定者に 
占める割合（％） 

前期高齢者 654 2.3 13.6 

後期高齢者 4.152 14.3 86.4 
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http://www.alz.org/asian/about/brain_ja/09.asp 

アルツハイマー病の脳 

進行したアルツハイマー病脳 健常脳 
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認知症の 
発症 

エピソード記憶 

注意分割機能 

計画力 
（思考力） 

記
憶
障
害
を
伴
う
認
知
機
能
の
障
害 

ＡＤＬ
障害 

BPSD 

Care 
負担 

認知症の認知機能低下 
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認知症のタイプ 
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万引きと関係する認知症の特徴 

タイプ（原疾患） 主な特徴 

アルツハイマー型認知症 

（アルツハイマー病） 
 

（近時）エピソード記憶中心の記憶障害、 

物盗られ妄想、判断力・実行機能低下、失語、
失行、失認、中期にはBPSD（万引き） 

血管性認知症 

（脳血管障害） 
 

「ど忘れ」タイプの物忘れ、処理スピードの低下
、身体症状（高血圧、頭痛、めまい、眼痛、四
肢麻痺）、感情失禁 

レビー小体型認知症 

（レビー小体病） 
 

意識レベルの変動を伴う認知障害、具体的な
幻視・妄想、それらに基づく不安・焦燥など 

パーキンソン症状 

前頭側頭型認知症 

（ピック病） 
 

記憶障害は目立たない、病識の欠如、人格変
化、自己中心的（社会ルールの無視）、万引き
、感情変化 
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生活習慣病とアルツハイマー型認知症の関係 

脳
卒
中 

脳血管性認知症 

発症 進行 

最終的には混在
する 

アルツハイマー型
認知症 

心血管系危険因子 
（メタボ、インスリン抵抗性） 
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アルツハイマー病進行の指標 

CRITERIA FOR PRECLINICAL ALZHEIMER’S 

DISEASE – AAICAD  2010  
アルツハイマー病の病期 

正常 MCI 認知症 

異常 

Jack CR, Lancet Neurology 2010 

Preclinical 
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アミロイド 
前駆体 
蛋白質 
(APP) 

アミロイド 
蛋白質 
(A) 

老人斑 神経細胞死 

凝集 

蓄積 
毒性 

分解除去 

(ネプリライシン) 

分解除去 

(免疫機構) 

切断 

(セクレターゼ) 

毒性緩和 

神経活動調整 

ドネペジル 

メマンチン 

ガランタミン 

アルツハイマー病の原因と治療戦略 

分解除去促進 
（ワクチン） 

切断阻害 

ｾｸﾚﾀｰｾﾞ阻害
剤 

凝集阻害 

凝集阻害剤 
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アルツハイマー型認知症の経過を追った症状の変化 

MMSE 
の点数 

0

10

20

30

0 1年 3年 5年 7年 10年 12

軽度 

高度 

知
的
機
能
障
害 

認知症性老人の 
日常生活自立度 

経過 

  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ   Ⅳ   Ⅴ 

（発症前期） 
不安、抗うつ、もの忘れ（MCI) 

（初期） 
記憶・記銘力障害、見当意識（時間） 

（中期） 
失名詞、着衣失行、構成失行 
視空間失認、錐体外路障害 

（末期） 
人格変化、無言・無動 
失外套症候群 

自立困難 要介護 
介護困難・   
施設入所 
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Source: The prevalence of AD in Europe: A collaborative study of 1980-1990 findings (EURODEM) 
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加齢と認知症有病率 

厚生労働省：第１９回 新たな地域精神保健医療体制の構築に
向けた検討チーム. 朝田隆構成員提出資料（平成２３年７月２６
日） 

65-69	
 70-74	
 75-79	
 80-84	
 85-89	
 90-94	
 95-	


90	


80	


70	


60	


50	


40	


30	


20	


10	


0	


有
病

率
（
%

）
	




年代（歳）	


13 



認知症の危険因子 

加齢 

遺伝因子 

教育歴 

頭部外傷既往 

性別 

 

不可逆的因子 

 生活習慣病リスクの管理 
  （高血圧,糖尿病,高脂血症) 
 抗酸化作用の高い食物摂取 
 適量の飲酒 
 喫煙習慣の停止 
 中等度以上の身体活動 
 知的活動の実施 
 社会活動の実施 

可逆的因子 
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軽度認知障害（mild cognitive impairment: MCI） 

https://www.mind.uci.edu 

認知症の発症率 

 Healthy controls（健常高齢者）→ 年間1～2% 

Mild Cognitive Impairment: MCI（軽度認知障害）→ 年間 5～10%  

              (Petersen RC. Continuum 2016; Mitchell AJ, et al. Acta Psychiatr Scand 2009) 
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運動による脳容量の変化 

Erickson LI, PNAS 2011 17 
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認知機能検査 

General cognitive functioning 
1. Mini-mental state examination 
2. ADAS-cog 
Memory 
1. Wechsler Memory Scale-logical 

memory 
2. Rey complex figure retention tests 
Attention & Executive function 
1. Trail Making Test part A  
2. Stroop Color and Word Test 
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認知機能障害を持つ高齢者の発見 
Rey複雑図形 

模写 3分後再生 30分後再生 

正常 
高齢者 

A氏 
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脳形態・脳機能検査 

 

 

MRI FDG PET fNIRS 
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多重課題を含む運動による認知機能低下予防 
“コグニサイズ” 
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MCI高齢者に対するコグニサイズによるＲＣＴ 脳
容量の変化 

                       Suzuki T et al., PLOS ONE, 2013 
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通常の運動 コグニサイズ 

単純な運動するだけでなく、頭を使いながら（たとえば計算など）運動をすると、前頭葉の活動が活性化し
ます。前頭葉は、望ましい行動の選択、判断、長期記憶の保持に重要な役割を担っていて、これらは加齢
に伴い低下しやすいということがわかっています。 

コグニサイズの脳賦活効果 
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Full-text articles assessed for eligibility 

n=1190 

Article reviewed for test-
performance of brief 
cognitive screening 
instruments   n=66 

 
 
 

Article reviewed for benefits 
and harm of treatment  
(1) pharmacologic 
intervention    n=48 

Article reviewed for benefit 
and harm of treatment  
(2) non-pharmacologic 
intervention  

n=32 (n=10*) 

 *Ten mostly fair-quality exercise trials showed no consistent benefit on cognitive 
outcomes・・・. Two trials of a multicomponent self-guided exercise intervention (n=220) in 
persons with MCI found a small benefit in global cognitive function (approximately 1 point 
on the MMSE or ADAS-cog) at 12 to 18 months (Lautenschlager NT et al. JAMA 2008, 
Suzuki T et al. BMC Neurol. 2012). 
 

Ann Intern Med. 2013; 159: 601-612. 
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認知症関連の社会保障費 

仮仮に、認知症の発症を2年遅らせることができたら… 

  期待患者減少数 33万人 

  医療および介護費用削減効果 9,700億円 

認知症患者数の将来推計 
 
国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究より 

認知症発症遅延による認知症有病率の変化 
 
国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究より 
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認知症による徘徊行方不明高齢者；一万人 

 

• 警察庁は2012年から「行方不明者届受理時に届出人から，認
知症又は認知症の疑いにより行方不明になった旨の申出が
あった者」の数を集計し公表 

• 2012年中の認知症が疑われる行方不明者数は9,607名であ
り，死亡して発見された者は359名    

• 2014年4月の第186回通常国会厚生労働委員会で厚生労働大
臣は「警察や自治体等とも協力しながら、できる限りの調査」と
答弁 

 

 ⇒「行方不明者１万人」とマスコミでも取り上げられた 
 

                       

27 



認知症高齢者行方不明１万人 

• 2013年警察発表で認知症又は認知症の疑いにより行方不明
になった者10,322名の内，死亡して発見された388名（３．８％）
と公表された。 本研究では認知症行方不明高齢者で死亡例
388名および生存例388名の合計776名を対象とし症例・対照
研究を実施した。 

• 厚生労働省が警察庁に当該行方不明者の家族に調査票・調
査協力依頼文書等の配布し、厚生労働省に返送してもらう郵
送調査方式で実施。調査期間は2015年1月5日から2月2日 

 

 
                      研究代表者 鈴木 隆雄（桜美林大学・国立長寿医療研究センター） 

                      研究分担者 粟田 主一・菊地和則（東京都健康長寿医療センター研究所） 

                       研究協力者 伊集院 睦雄（県立広島大学） 

                                        （日本老年精神医学雑誌、2016年 印刷中） 
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      「徘徊」の定義 

「徘徊」の必要最小限の要件としては； 

  １）認知症に関連していること 

  ２）移動の要素が含まれること 

 

以下の要件を定義に含めるかどうか 

  １）繰り返し起こる 

  ２）客観的に明確な目的のないこと 

  ３）道迷いとは区別できるか 

  ４）失見当識を含めるか 

  ５）戸外（屋外）のみに限定するか、等々 

 

今回の調査研究では→ 「認知症＋移動＋屋外」かつ「行方不明」 

 

 

 29 



分析 

• 厚生労働省から研究班に提供されたデータは調査対象者
776名の内、212名分（27.3％）であった。しかし、性別、年齢、
発見時の状態の3項目について、1項目でも無回答がある場
合は無効票としたため、最終の分析対象となったのは204名
分（26.3％）となった。 

 ・204名の内訳は生存者が117名、死亡者が87名であった。 

 

 

15.1% 

18.4% 

28.3% 

[値]  
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性(106) 

女性(98) 

図１ 性別と年齢 

65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 

80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 30 



行方不明者の居所と要介護認定状況 

一人暮らし, 

10, 4.9% 

同居者あ

り, 188, 
92.2% 

施設・病院, 

6, 2.9% 

図２ 行方不明者の居所 

（Ｎ＝204） 

介護保険

申請済み, 

142, 69.6% 

介護保険

未申請, 57, 

27.9% 

わからな

い, 3, 1.5% 

無回答, 2, 

1.0% 

図３ 介護保険申請状況 

（Ｎ＝204） 
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行方不明者の認知症の診断と程度 

疑いも診断

もされてい

なかった, 
10, 4.9% 疑いはあっ

たが診断

はされてい

なかった, 
45, 22.1% 

診断されて

いた, 143, 
70.1% 

わからな

い, 3, 1.5% 

無回答, 3, 

1.5% 

図４ 認知症の診断 

（Ｎ＝204） 

Ｓ１ 認知

機能の障害

なし, 7, 
3.4% 

Ｓ２ 非常に

軽度の認知

機能の低

下, 25, 
12.3% 

Ｓ３ 軽度

の認知機能

低下, 16, 
7.8% 

Ｓ４ 中等

度の認知機

能低下, 20, 
9.8% 

Ｓ５ やや

高度の認知

機能低下, 
29, 14.2% 

Ｓ６ 高

度の認知

機能低

下, 78, 
38.2% 

Ｓ７ 非常に

高度の認知

機能低下, 
18, 8.8% 

無回答, 11, 

5.4% 

図５ 認知症の程度（ＦＡＳＴ） 

（Ｎ＝204） 

FAST（Functional Assessment Staging） 
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認知症の疑いから徘徊までの期間と
これまでの行方不明回数 

～3年, 95, 

46.6% 

3～6年, 41, 

20.1% 

6～9年, 19, 

9.3% 

9～12年, 3, 

1.5% 

12～15年, 

1, 0.5% 

15年～, 1, 

0.5% 

わからな

い, 22, 
10.8% 

無回答, 22, 

10.8% 

図６ 認知症の疑いから徘徊までの期間 

（Ｎ＝204） 

１回, 62, 

30.4% 

２回, 33, 

16.2% ３回, 26, 

12.7% 

4～10回, 

43, 21.1% 

11～20

回, 8, 
3.9% 

21回以上, 

6, 2.9% 

わからない, 

6, 2.9% 
無回答, 20, 

9.8% 

図７ これまでの行方不明回数 

（Ｎ＝204） 
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行方不明になった季節と時間帯 

春, 39, 

19.1% 

夏, 34, 

16.7% 

秋, 42, 

20.6% 

冬, 58, 

28.4% 

わからな

い, 9, 4.4% 

複数回答, 

15, 7.4% 

無回答, 7, 

3.4% 

図12 行方不明になった季節 

（Ｎ＝204） 

複数回答, 

11, 5.4% 
0～4時, 14, 

6.9% 
4～8時, 
17, 8.3% 

8～12
時, 23, 
11.3% 

12～16時, 
52, 25.5% 

16～20時, 
50, 24.5% 

20～24時, 
12, 5.9% 

わからない, 

17, 8.3% 無回答, 8, 

3.9% 

図13 行方不明になった時間帯 

（Ｎ＝204） 
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行方不明者の捜索 

当日, 174, 

85.3% 

翌日, 23, 

11.3% 

3～4日目, 

1, 0.5% 

1週間以内, 

1, 0.5% 
それ以上, 

1, 0.5% 
わからな

い, 2, 1.0% 
無回答, 2, 

1.0% 

図12 行方不明者届が出されるまでの期間 

（Ｎ＝204） 

当日開始さ

れた, 150, 
73.5% 翌日開始さ

れた, 25, 
12.3% 

3～4日目

に開始さ

れた, 1, 
0.5% 

1週間以内に

開始された, 
1, 0.5% 

1ヶ月以内に

開始された, 
1, 0.5% 

それ以上の

期間内で開

始された, 1, 
0.5% 

わからない, 
1, 0.5% 

行われな

かった, 19, 
9.3% 

無回答, 5, 
2.5% 

図13 警察以外の捜索開始時期 

（Ｎ＝204） 
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発見までの期間と発見場所 

0.0% 

1.5% 

0.0% 
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0.0% 

13.9% 
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11.1% 

13.3% 

11.1% 

0.0% 

0.0% 

20.3% 

16.2% 
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21.4% 

33.3% 

20.0% 

11.1% 

33.3% 

100.0% 

31.6% 

26.5% 

14.3% 

55.6% 

26.7% 

11.1% 

0.0% 

0.0% 

22.8% 

26.5% 

42.9% 

0.0% 

26.7% 

22.2% 

0.0% 

0.0% 

3.8% 

4.4% 

0.0% 

0.0% 

6.7% 

22.2% 

66.7% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当日(79) 

翌日(68) 

3～4日目(14) 

1週間以内(9) 

1ヶ月以内(15) 

半年以内(9) 

1年以内(3) 

1年以上(1) 

図14 発見までの期間と発見場所 

自宅内 自宅の付近 

(2)自宅の付近よりは遠いが近所 (3)２より遠いが、およそ普段移動する範囲 

(4)３より遠いが町村内 ４より遠いが、県内 

県外 
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発見者と発見時の状態（死因） 

実際に捜索

に参加した

者, 81, 
39.7% 

ご本人が自

力で帰宅し

た, 8, 3.9% 届出した家

族, 7, 3.4% 

その他（捜

索に参加し

ていなかっ

た人）, 99, 
48.5% 

わからない, 

3, 1.5% 

複数回答, 

4, 2.0% 
無回答, 2, 

1.0% 

図15 発見者 

（Ｎ＝204） 

普段と変わ

りはなかっ

た, 74, 
36.3% 

衰弱してい

たが歩行は

可能だった, 
34, 16.7% 

衰弱し歩行

不可能だっ

た, 9, 4.4% 

亡くなって

いた, 87, 
42.6% 

図16 発見時の状態 

（Ｎ＝204） 

　溺死 17(27.9)

　水死 7(11.5)

　低体温症 8(13.1)

　凍死 13(21.3)

　事故 9(14.8)

　病気 5( 8.2)

　その他 2( 3.3)
（回答のあった61ケース）

表1 死因
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生死に関連する要因 

カイ2乗検定  †:p<0.1  *:p<0.05  **:p<0.01  ***:p<0.001 

(n)　　　 生存 死亡

男性（106） 68(64.2) 38(35.8) *

女性（98） 49(50.0) 49(50.0)

前期高齢者（65歳未満含む）(47) 27(57.4) 20(42.6)

後期高齢者（75～84歳）(109) 55(50.5) 54(49.5) *

超高齢者（85歳以上）(48) 35(72.9) 13(27.1)

一人暮らし（10) 1(10.0) 9(90.0)

同居所あり／施設・病院(194) 116(59.8) 78(42.6)

申請済み(142) 87(61.3) 55(38.7)

未申請（57) 29(50.9) 28(49.1)

診断されていた(143) 84(58.7) 59(41.3)

診断されていなかった(55) 28(50.9) 27(49.1)

正常（ステージ１・２）(32) 13(40.6) 19(59.4)

軽度認知障害（ステージ３）(16) 6(37.5) 10(62.5)

軽度認知症（ステージ４）(20) 14(70.0) 6(30.0) †

中等度認知症（ステージ５・６）(107) 65(60.7) 42(39.3)

重度認知症（ステージ７）(18) 11(61.1) 7(38.9)

夫婦のみの世帯(50) 33(66.0) 17(34.0)

夫婦と未婚の子のみの世帯(32) 21(65.6) 11(34.4)

ひとり親と未婚の子のみの世帯(11) 2(18.2) 9(81.8) *

三世代世帯(52) 31(59.6) 21(40.4)

その他の世帯(50) 27(54.0) 23(46.0)

1回(62) 26(41.9) 36(58.1)

2回(33) 24(72.7) 9(27.3) ***

3回(26) 13(50.0) 13(50.0)

4回以上(57) 44(77.2) 13(22.8)

認知症の診断

n.s.

n.s.

行方不明時の世帯
状況

0.047

性別

p値

年齢

居所

要介護認定

0.041

0.032

認知症の程度
（ＦＡＳＴ）

生死　　　ｎ（％）

これまでの行方不明回
数

0.000

0.090

検定不可

0.179

0.319

(n)　　　 生存 死亡

春(39) 19(48.7) 20(51.3)

夏(34) 21(61.8) 13(38.2)

秋(42) 27(64.3) 15(35.7)

冬(58) 25(43.1) 33(56.9)

自宅から(157) 85(54.1) 72(45.9)

自宅以外から(42) 28(66.7) 14(33.3)

0～4時(14) 3(21.4) 11(78.5)

4～8時(17) 7(41.2) 10(58.8)

8～12時(23) 15(65.2) 8(34.8) †

12～16時(52) 31(59.6) 21(40.4)

16～20時(50) 29(58.0) 21(42.0)

20～24時(12) 7(58.3) 5(41.7)

当日（174) 106(60.9) 68(39.1) **

翌日以降(26) 8(30.8) 18(69.2)

当日(150) 93(62.0) 57(38.0) ***

翌日以降(29) 6(20.7) 23(79.3)

当日(80) 66(82.5) 14(17.5)

翌日(69) 44(63.8) 25(36.2) ***

3～4日目(14) 3(21.4) 11(78.6)

５日目以降(37） 1(2.7) 36(97.3)

およそ普段移動する範囲(85) 36(42.4) 49(57.6) ***

それ以上(115) 77(67.0) 38(33.0)

捜索参加者・家族・自力帰還(96) 57(59.4) 39(40.6)

上記以外(99) 56(56.6) 43(43.4)

p値

n.s.

行方不明になった場
所

0.146 n.s.

行方不明になった時間
帯

生死　　　ｎ（％）

0.097

行方不明になった季節 0.124

警察に行方不明者届が
出されるまでの期間

0.004

警察以外の捜索活動開
始までの期間

0.000

発見までの期間 0.000

発見された場所 0.000

発見した人 0.691 n.s.
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認知症高齢者の徘徊による行方不明例 
（男性１０６例、女性９８例、合計２０４例）と 
死亡例（８７例；２２．４％）に関する分析 
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認知症高齢者の徘徊による行方不明例 
（男性１０６例、女性９８例、合計２０４例）と 
死亡例（８７例；２２．４％）に関する分析 
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  徘徊による行方不明者の生死に関連する要因分析 
                 （二項ロジスティック回帰分析） 

独立変数 P Odd’s R ( 95％ IC ) 

基本属性 年齢（65歳未満=1,    ～95歳以上=8） .718  .940 ( .673- 1.314) 

性別（男性=1, 女性=2） .088 2.230 ( .888- 5.601) 

FAST(Stage1=1,    ～Stage7=7) .885  .979 ( .736- 1.302) 

居住形態（同居者あり/施設・病院=1,一人暮らし=2) .040 13.451 (1.120-161.595) 

捜索状況 警察への行方不明者届までの期間（当日=1, 翌日以降=2) .502  .591 ( .128- 2.741) 

警察以外での捜索開始までの期間（当日=1, 翌日以降=2)  .133 3.580 ( .677-18.919) 

発見時の状況 発見者（捜索参加者・家族・自力帰還=1, 捜索者以外=2) .925 1.048 ( .395- 2.779) 

発見場所（普段移動範囲より遠方=1, 普段移動する範囲=2) .000 6.363 (2.264-17.884) 

発見までの期間（当日=1, 2日目=2,    ～5日目以降=4) .000 6.140 (3.142-12.001) 

Nagelkerke R2 .604 
Hosmer＆Lemeshowの検定 X2=8.049ns.(df=8) 

従属変数：生存=0,  死亡=1                   菊地、粟田、伊集院、鈴木 （老年精神医学雑誌、２０１６） 
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愛知県における 
全自治体調査による結果 

  平成２６年度に愛知県の全自治体において認知
症が原因で徘徊・行方不明となった高齢者は３７７人
（男性２０３名、女性１６９名）であり、そのうち死亡発
見例は１６名（４．３％）であった。 

  行方不明となった高齢者についての特徴 

１）後期高齢者（７５歳以上）が約７０％ 

２）身体機能は比較的自立、認知機能は比較的低下 

３）高齢者のみの世帯が４２％、独居１５％ 

４）主たる介護者は配偶者、７０歳以上が６０％以上 
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まとめ 

• 全国調査や愛知県などの調査を通じて、我が国に
おける認知症の徘徊・行方不明者の実態の一端
を初めて明らかにすることができた。 

• 生死に関連する要因として、独居の有無や行方不
明発生時の通報（届け出）時間、そして初動捜索
までの時間が非常に重要。 

• 自治体側の要因として、見守りネットワークへの登
録が早期発見のポイントとなっている。 

• 全国調査では、一人暮らしの行方不明者が調査
対象から外れた可能性が高く、今後一人暮らし認
知症者の行方不明の実態を明らかにする必要が
ある。 
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高齢者の万引きの実態と背景 

• 少年・成人は減少、高齢者は高止まり 

• 少年は初犯、成人・高齢者は再犯が多い 東京都万引き防止官
民合同会議、平成27年 

 

• 万引きをした高齢者の半数が独居世帯 

• 特に男性高齢者の孤立が問題 

• 高齢者では孤独（23.9％）＞単に欲しかった・ゲーム感覚（5.9％） 

• 少年では孤独（4.0%）＜単に欲しかった・ゲーム感覚（23.9%） 

 

• 高齢者：生き甲斐がない（50.3%）       尾田、平成27年 
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万引きをした高齢者の半数が独居世帯 

→孤立、家族・近所・行政との絆の再構築が必要   

→ソーシャル・キャピタルとソーシャル・サポート 

 

• ソーシャル・キャピタル（社会関係資源）：人々の協調行
動を活発にすることによって，社会の効率性を高めるこ
とができるという考え方に基づき，「互酬性の規範  
（お互い様という意識）」「社会的信頼や安心」， および
「人々のつながりと絆」の３つの循環と相乗効果により
維持形成される社会的仕組みのことである      
（Puttnum，2000）。 

• ソーシャルサポート：手段的・情報的・情緒的など 
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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。  
  また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。  

2010年 2015年 2025年 2055年 

65歳以上高齢者人口（割合） 2,948万人（23.0%） 3,395万人（26.8%） 3,657万人（30.3%） 3,626万人（39.4%） 

75歳以上高齢者人口（割合） 1,419万人（11.1%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%） 

② 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活  
自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく。 

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加。各地域の高齢化の特性に応じた対応が必要。 

（万人） 

（1,000世帯） 

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の
高齢者数の推計（括弧内は65歳以上人口対
比） 

世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計 
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(45) 

秋田県(46) 山形県(47) 全国 

2015年 
＜＞は割

合 

76.5万人 
＜10.6%＞ 

71.7万人 
＜11.6%＞ 

101.6万人 
＜11.1%＞ 

81.7万人 
＜10.9%＞ 

107.0万人 
＜12.1%＞ 

147.3万人 
＜11.0%＞ 

26.7万人 
＜16.2%＞ 

18.8万人 
＜18.4%＞ 

19.0万人 
＜17.0%＞ 

1645.8万人 
＜13.0%＞ 

2025年 
＜＞は割合 
（ ）は倍率 

117.7万人 
＜16.8％＞ 
（1.54倍） 

108.2万人 
＜18.1%＞
（1.51倍） 

148.5万人 
＜16.5%＞ 
（1.46倍） 

116.6万人 
＜15.9%＞ 
（1.43倍） 

152.8万人 
＜18.2%＞ 
（1.43倍） 

197.7万人 
＜15.0%＞ 
（1.34倍） 

29.5万人 
＜19.4%＞ 
（1.10倍） 

20.5万人 
＜23.0%＞ 
（1.09倍） 
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＜20.6%＞ 
（1.09倍） 

2178.6万人 
＜18.1%＞ 
（1.32倍） 
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯数 

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく  

今後の介護保険をとりまく状況 
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25（2013））年1月推計）」より作成 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25（2013））年1月推計）」 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 

                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入
所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域

包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケ

アシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する町村

部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に

応じて作り上げていくことが必要。 
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